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は　じめに
　法律の錯誤は1われわれの民法において1どのような要件のもとに認められるかの問題について、最近
の教科書では、ほとんど論及されていない。この傾向は、単にその特別規定をもたない民法でsその概念
の法律構成が困難であるとの理田ばかりからではなく、さらtrCsわが国では、その制度の実際的有用性が1
いまだ十分に自覚されていないことにもよるのであるt。現在の複雑多岐な社会機構における立法のもと
では、立法自体の複雑性と不安定性を生じてわれわれカ～単に法律の規定を知ることさえ困難になnてき
ているのである。ここeCsその制度の現代的意義が存するのである㌔
　また1法律の錯誤はi心理学的には、人の内心の精神現象としてとらえら執その他の錯誤形態となん
ら異なるところなきも、その理論の適用が論ぜられるときは、その対象が、〈法律〉であるがゆえに特異
性を有し、特UC、個人の意思自治との関係が問題とされる。このことからも、その制度は℃従来の意思表
示論の再検討を促す契機を与えているといえるのである。
　小稿は、これらの観点を明確にせんとの企図のもとに薯ま儀現行フランス民法における法律の錯誤の
現状の概観を試みようとするものである。ここでは、王にiHenri　CaPitantおよび、　Roger
Decottignies－一一・派の法律の錯誤理論を手懸りにして1さらva1相続放棄においての法律の錯誤につ
いて、その最近の破段院判決を中心VC、具体的展開を試みるのである3。
　1）　わが国では、王なものとして1浜上則雄「民法における法律の錯誤」大阪大学法学部十周年記念
　　論文集（法と政治の諸問題）579頁以下、が民法における唯一の文献である。そこで、教授は、王
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にドィッ法を基礎に論ぜられる。なお、フランス刑法については」木村亀二「フランス刑法における法
律の錯誤」法学新報72巻11・12号55頁以下参照。
　　拙稿「日本民法における法律の錯誤」明治大学大学院紀要第五集855頁以下。
2）　Voy・M．Roger　Decottignies，　Lierreur　de　droit，　Revue
　trimestrie｝le　de　droit　civil，　t．49e，　1951，　p．509，　n°1．
5）H…iC・pit・nt，D・1・C・u・e　d6・。dlig・ti。n、，2・6d，
　1924・　P・225　et　s・・noNO4　ets．，Decottignies，　oP．　cit．，　P509．
　　なお、相続放棄の錯誤の判例Cass．civり15　juin　1960，S．1961．1．1．さらva、
わが国の判例elは、相続放棄の錯誤について，直接に民法95条を適用したものはないがtそれを前
提としている判決理田も窺える（最高判昭和40．5．25．判時413号54頁．判タイ17　’X号
　121頁）。非適用説の下級審判決もある（大阪地判昭27．10．21．下級民集3巻10号
　t487頁）。しかし、法律の錯誤から論ぜられたものはない。
　t序
　法律の錯誤について、フランスで、1960年6月15日、破殿院は、遺留分の規定を誤信してなした、
相続の放棄の事案91対して、それは本質的錯誤による無効となりうるとの興味ある判決を下した。
　まず、事実はこうである。Sは、自己の妻Lとi－・人息子P．Sとec、遺産を贈ることを決意して，妻
Lを包括受遺者に指定して死亡した。他方、それ以前VCi一人息子P．Sは四人の未成年の子供の父親で
あるが、自己の妻Bと離婚している。しかる後eCl遺留分相続人たるP．Sは、自己の相続を放棄したの
であるカ～それに至・一）たのは、離婚した妻Bカ㍉子供四人の母であるとの資格で、祖母Lに、遺贈の減額
請求をなすことを蝉けるために、P・Sは、自己の相続権を放棄すべきであると考え1また、それによn
て、妻Bの権利を、誰に対しても請求できないよラに抑えることができると誤信したからである。
　ところカ～その後、P・Sは）自己の遺留分の権利は個人的であり、自己の子供にも譲渡が不可能であ
り、まち母L　ec）妻Bの占有認許（envoi　en　possession）を委せることも不可能であると知
oて，自己の誤解によeてなした錯誤を理由に、当該相続の放棄を取消したのである。その晦すでeCl
Bは四人の未成年者の名義でtその相続の承認を申出ていた。これに対し、Rabat控訴院は、寡婦Sの
ためva下した占有認許の決定を無効vaした。
　その後’B婦人は1同様の資格で、S側に対して、　P・，Sの取消しは無効であり1したがeて，その無
効の効果が生じ，それらの子供は，彼ら固有の先祖である、彼らのおじSの相続の既得権を持つことを確
認する反訴を起した。しかし、当該訴訟は却下された。さらに、上訴で、物の同一性についての錯誤の観
点から1その放棄の有効性を判断すべきだと王張した。
　これに対し・控訴院は’i当該錯誤は「本質的（substqntielle♪」なりと評価し、さらに、それは、
法的遺留分に関する法律の性質についてであるとした・元璃この遺留分規定は、個人専属的であるカ㍉
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、当該錯誤の事例では、この趣旨を誤解し、相続の放棄により、包括受遺者のために法的遺留分を自由に処
分しうる効果が発生すると考えたからであるということを確認した。
　そしてv破殼院は、上述控訴院の判断を支持し1さらec、同様の観点から補足して、当該錯誤は、その
法律行為の「決定的原因（1acause　dderminante）」と認められるから、当該相続放棄の無効を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1きたすに十分κなりとして、上告の理田を却下した　。
　ところで，この事案の理解の前提として，現行フラソス民法第790条が℃相続の「放棄をなした相続
人に対して、相続の承認をなす権利の時効が完成せざる限りは、その相続人は1他の相続人によnてtい
まだ、承認をなされざるとき、依然として、その相続を承認する権能を有する…・・」との、相続放棄の
　　　　　　　　　　　　2取消の要件を規定している　。この点か叙当該事例は．椙姦）承認力鰍叡、その放棄の取消ができない場合であ
る嫉そ加こも拘らずその放棄の錯誤を理由に無効が認められるthの問題で、そ弼ま、とりもなおざ或第790条と、
後述の一般的錯誤規定たる第1110条との関係としてとらえらinmcあるさらlgこの事案では・相続放勲）よう
な一方的行為va、はたして、契約における錯誤規定たる第1110条が適用されうるかの問題加えて、
相続放棄自体の特殊な問題をも含んでいる焼　ここでet　）王として、法律の錯誤の観点から、それを考察
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　sするのであり、これらの問題は必要最少限度va止どめておくことvaする　。
　ここで、フランスにおける法律の錯誤の現状を検討するにあたり、明確vaしておかねばならないところ
の基礎的問題がある。
　第一に、フランス民法は、その第1110条で，「錯誤は、それが合意における対象たる物の本質自体
にかかるとき以外vaは、その合意の無効原因となることはない。錯誤は，相手方と契約をなそうとする、
その人にかかるにすぎないときは、なんら無効原因となることはない。但し・その人の考慮力㍉合意の王
要なる原因であるときは、この限りではない。」として、錯誤の一般的規定を置いている。もとよりiこ
の要件を充足する錯誤は、承諾の暇疵魯ice　du　consentement）をきたすから・その効果とし
て湘対的鰍（。Unit6・el…Ve）姓じ・と、搬・囎されている4・・かし，法働錯
誤についての明文を欠くがゆえec，わが国と同ttva●はたして、これ名その規定に含ましめる趣旨かど
うかreつい擬問とな．てくるのである．こ2’t・sすなわ一1！・，立法の沈黙（1e　silence　d・16gi・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5－1・t・u・）を補充して、真に法律の鍔誤の問題を探究せねばならないところである・
　そもそも、法律の錯誤について、ローマ法のもとでは、それが考慮されなかったようであるが、学説は、
不明瞭ではあるが認めていたようである。フランスの旧法の創設者は、利益を生じる法律の錯誤の仮設と」
損害を生じるそれとを区別していたらしい。しかしiDomatは、原因理論を基礎vaして1法律の錯誤も、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6事実の錯誤も、同様の取扱いをなしていたとされる　。そして、現行民法では、前述のごとく，その明文
を欠くのであるが、特Va、個別掬に1裁判上の自白びaveu　judiciaire）と、和解（1・a　tra一
nsaction）についてそれを除外している。前者においては、裁判上の自白は、法律の錯誤を口実θ『、
その撤回をなしえないと規定している（第1556条）・それは、元来，自白は、その対象たる事項の放
棄を意味し1その相手方ve対して、立証を要求する権利を放棄したものであると考えられたからであると
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　　　fする　。だが’何故va事実に関する自白の撤回が認められ1法律の錯誤のそれは許されないのか根拠に乏し
しいのである。ただ、それは）＿tsConfessus　in　jure　pro　judicato　habetur∵のロ＿
マ法の灘言を固守しただけであり、また諏策的細でしかないとしている8。他方、後都おいても、
和解は、法律の錯誤を理由に攻撃できないと規定して（第2052条）、その錯誤の無効を生じないとさ
れるけれども，その何故ret事実の錯誤の和解が取消原因とされ，法律の錯誤のそれが認められないのか
の疑問が生じ、さらvab窮地に陥し入れられる。ここにおいてもt和解の性質をt両当事者の権利の放棄
をきたすのであるとの説明もあるカ㍉特に1法律の錯誤のみを除外すべき理田をみないのである。和解が、
判決の既判力と同一の効力を有することと考え合わせて（第2052条）s困難な問題でもある9。
　したがって、以上の裁判上の自白と和解とvaついての特別規定からは，なんら）一般的trc、法律の錯誤
が、どのように構成されるべきかの問題を解決する糸口とはなりえない。しかれば，つぎva、法律の錯誤
概念UC　1法的価値を再認識するためには、学説や判例は、他の概念の類推，あるいは，制定法の他の領域に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　toにおける概念の同化等の仕事にとりかかるのである　。
　第二に覧ここて法律の錯誤の概念自体について1若干明確にしておかねばならない事項がある。まず，
法律の錯誤は，一般的OC　t法律の規定について錯誤に陥る場合であって、それは，物質的な事実について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1ユの1事実の錯誤とは異なると説明されている　・しかし、広義においては，法律を法源の種類に従・・）て分
類すれば」判例vaついての錯誤慣習についての錯誤等も理論的vaも考えられると思う。つぎvat法律の
錯誤は、「法律の不知（ignorance　dela　foi）」と1　「法律の誤った解釈に関する錯誤
（erreur　sur　fausse　interpr6tation　de　la　toi）」とva分けられる。もともと，
ローマ法学者は，不知と錯誤とを区別して」前者は許されないが，後者は認められうるとの考慮のもとUCi
両者の間eCtその法的効力の差異を設けていた。その場合の錯誤の意味は、狭義の錯誤たる、誤oた解釈
　　　　　　　　12解よる錯誤である　。しかし℃現在では・錯誤は，現実va対する誤（た表象であり，また）・それはas　，）て
いるものを正しいと信じ℃正しいものを誤っているものと信じるところの精神作用であると、一般的va論
じら糾両者の区別の実益も少く、普通に法律の錯誤という場合は，両者を含めて広義va使われているi9
最後eC、それに関連して、　「何人も法律を知らずとみなされない，，nemo　legen　ignorare
censetur侮の法原則は、あらゆる利害関係人においてtすべての法規を知っていることの推定を意
味するのではない。ただ、単純に・その不知を口実としてi裁判官の法規の適用を無視する王張は、誰も
できないという意味vaすぎないとさ鯛これは一般的に支持されているUD
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2．法律の錯誤概念の発展
　（1）承諾の蝦疵説
　法律の錯誤に対して、事実の錯誤におけると同等の法的保護を与えようとの態度は，フランスの近時
の学説゜判例において・一致して認められているところである。しかし、フランスでも1前述の如く）
その明文を欠くがゆえva　1どのような要件のもとVC、その成立が認められるかとの法律構成にっいて、
学説が区々に分かれるところである。これは1形式的に、民法第1110条が事実の錯誤にのみ適用が
あるとの制限的方法を固守するかどうかの観点から、承諾の理疵説（la　th60rie　des　vices
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノdu consentement）と，原因説（la　theorie　de　la　cause）とva大別できる。
　承諾の瑠疵説においては，本質的錯誤は、承諾を暇疵あらしめるが，その錯誤の対象はb単ec、物と
カN人とか物質的な事実に限る必要はなく，それ瓜法律を対象とする場合も含ましめうるのであるとの
前提ec立eて、法律の錯誤を、承諾を環疵あらしめる錯誤の一形態として考慮されるのである。したが
nて、第1110条の本質的または決定的錯誤の要件を満しているかどうかの判断でii一分であり，その
効果は相対的無効を生じるのである．もともと，沿革的vaは、第1110条は、事実の錯誤のみを法的
保護の対象として予定していたのであnて、その創設者は，法律の錯誤を考慮していなか・一）たのである
とされる瓜その要件を緩和して、それと同じ趣旨のもとec）法律の錯誤vaも適用せんとの方法に出で
るものである・この立場は・Aubry　et　Rauが、法律の錯誤も，事実の錯誤と同様の要件のもとva・
承諾を暇疵あらし醐また、これと同様val契約の無効の効果をきたす余地があるということを指摘し
　　　　　　　　　　　　　　　　1て以来，相当の支持者を得ている　。なおtこの立場からは、動機における法律の錯誤がある場合も、
事実の錯誤の場合におけると同様et、決定的動機の要件から考慮されるのである。
　この承諾の蝦疵説に対して、Decottigniesはt承諾の璃疵の現象によって）法律の誤った解釈
についての錯誤を説明するには，不十分であり、また、事実の錯誤re関する第1　t　10条を適用するの
は，解釈論として、あまりに大胆すぎる方法であると批判する。すなわち1法律の誤った解釈のもとで
合意をなした者は’原因の完全な認識の上va1自己の承諾を与えたとはいえなしのであり、　その行為は、
真実vaっいての虚偽の表現veよ・・）てなしたところの結果であるから、無効であるべきだとb原因説から
批判するのである。さらeCt民法典は、相続の承認（第785条）の如き、一定の単独行為や、分割
（第887条）の如き、一定の宣言的行為の無効原因として、錯誤を考慮していないとさ糾形式的に
　　　　　　　　　　　　　　2も，当該立場を批判している　。
　しかしt．・第1110条は・民法制定当時vaは、事実の錯誤にのみ適用があると制限的に解釈されてい
たのであるが，現在の進展した社会事情と対応して考えるとき，なんら、制限的方法を持続していなけ
ればならない理由も見出し得ないし・その批判は、単に沿革的理由にすぎないのではないかと思われる。
これと同様のことは、その批判の形式的理田たる単独行為等vaもあてはまると考える。もともと、フラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　“ンス民法でも、「一般的錯誤は法律を成す、，，Error communis　facit　jus」の法格言
が遵守されており、それは、原則としてt錯誤vaよeてなされた行為の有効性を持続することを確認す
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るとの意味であるS。したが＾て、錯誤力X例外的に法律的保護の対象となるのは1特に法律の規定、
ないし、それと同等の価値を有していなければならないことvaなり1第三者の利益保護を考慮して、制
限的曙釈すべきこと眈る。だから峨疵説の王張するところの第1．11條を拡張して鰍する理
論Va対しても、少なからず疑問は存するのである。また，他方、錯誤と意思自治（autonomie　de
la　volonte）との関係に着眼して、フランス民法では、特に、個人的意思を尊重する思想が強いの
であり1また、当事者の意欲するところの真の意思をでき得る限り追求する態度は1自らv法律の錯誤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4の探究についても同様VC 1なおざりにできないのである　。したがつて、これらの両者の相互関係から
こそ、現在、法律の錯誤の解決がなされなければならないことである・
　②　原因説の擁頭
　この瑠疵説va対してi法律の錯誤の法律構成について、原因理論の観点から考察する有力な一派があ
る。その代表的論者たる、Capitantは、　「法律の錯誤は）それが債務の原因自体vaかかるとき・ま
たは、換言すれば、契約者が法律の錯誤に続いて到達するところの法律的目標（but）について陥いっ
たときに契約を無効vaする」として1これは，結局、「法律の錯誤はb全て事実の錯誤と同様trc、それ
が意思表示の内容va関する場合、いわば、契約者に予測せしめた目標に関する場合以外は、契約を無効
となし得ない」ものであるということを基es　va論じられる。さらに、承諾の暇疵説に対して1「本質的
錯誤または、人κ関するそれは、事実の錯誤va必要なものであるからして］t法律の錯誤の観念が入り
込む余地がないとし1したがって「暇疵説の王張は間違いであり、もnと正確va追究せねばならない」
　　　　　　　5と論じている　。
　このように、Capitantは、主観的目標概念を設定して、その目標の内で，法的保護の対象として
考慮されるのが法的概念としての原因（cause）vaほかならないとする。元来）人は’だれでも債務を
負担するときtその債務によって得ようとする目標を考えて決するのが普通であるとの前提のもとva、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e意思表示における心理的目標の追求の重要性を説いている　。結凧法律の錯誤は、法が予想する意思
表示の暇疵を生じる事実の錯誤とは、その本質において異なるのであり1むしろ・それは、債務の原因
に影響を及ぼすものとして把握すぺきであるということである。さらに、同様の観点からi動機と目標
　　　　　　　　　　　　　　　7ないし原因を区別して論じている　。
　つぎva、　Decottigniesは、原因説は、承諾の理疵説と比較して、比類なき最高の法技術である
として、’窒??r説は、その行為の無効を得るためVCt意思の役割に唯一の基礎を置いているものである
瓜原因概念は、法律行為を、従来の意思臼治の創造物、または最高の意思の決断によるもの以外のも
のva変えてしまうのである。法は、行為力～わなであったり）両当事者力X社会秩序や道徳律を侵害す
ることve役立てることを許さないから。行為は、原卑の欠飲、不法または不道徳な原因あるときは無効
となる。したが・・）て、例えば、法律行為をなすことにより、両当事者賎常VZ　）権利の発生・移転・消
滅の法秩序の変更を追求する。もし1その行為が、これらの変更の実現が不可能となればiそれは、両
当事者にとnて、何の役vaも立たぬ。だからt錯誤者は，第113t条瓜両当事者間に認めている実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一295一
質的正義の名のもとeCl無効の請求が可能となる。さらvatその条文は、その原因が心理的事項である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　限り、難なく法律の錯誤va適用される」と論じている　。さらUC、しからば、　「両当事者の意思の分析
は・その意図（dessein）を判別することが是非必要vaなるのである。その意図の実現が不可能vaな
れば」その行為は無効である。予測した効果の錯誤は、その行為の消滅をきたし、その実益は、両契約
者の心理を考慮して主観的方法から評価される。法律の錯誤は、うまく原因理論の中に入つてしまう。
だから，法規の趣旨を誤つたときは、行為者には、なんらの効果も及ぼ・さないのである」　として
いる。9
　もともと、原因概念は1ローマ法にも、旧民法vaも見出し得るカXその確立は1　Doma　tまで待たね
ばならない。この原因概念から・Doma　tは法律の錯誤を説明して1　「法律の不知または錯誤は、なす
べきでなレ｝こと臓務づけるところの・まn・…、儲を鞭づけるいかなる他の原因をも
持たないところの合意の唯占の原因なるど巷は、その原因は虚偽なるものである
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1oから、 それは無効である」として、事実の錯誤におけると同様の方法で論じている　。しか』原因
概念は、ときにはiその必要性を疑われるのであるが、前述原因説に共通な、王観的原因概念すなわち、
その基礎κ目標または意図の概念を王張するに至・り，従来のDomatによる客観的原因概念を発展させ
たのである。
　しかし、原因説からは1法律の錯誤の考慮をなすのは、、意思の解釈の段階で，原因の一形態として探
究されることになるのであeて・従来の錯誤の効力論の位置から放遂されることになる。だが，その意
思の解釈は複雑を極めるのではないだろうか。けだしti実際的な意思の評価のみならず｝その論拠たる
でき得る限りの真の意思の追求の法理にも、自ら限度があり、その法の客観性を不当va失することvaな
るのではないかの懸念が存するからである。しかし、その理論的一貫性の実益が大なることは否定でき
ないところである。
1）Cf・A・b・y・tR・・u・C・u・s　d・d・・it・i・il　f・ang・量・，t．IV6e6d．，
　i94　2・§545　P・437；Louis　Josseran　d，Cours　de　droit、civi　positif
　fran8ais・t・llt　1930・n°78，　P・57；planiol　et　Ripert　par　Esmei馬op．
cit・n°181・P・215；Gh・・tip・・P・・it、Pこ55－543H．・・J．Maz。・ud，。p．、
　一1t・，P・128　et　p。140，n°172．
　　なお、この暇疵説の立場にも・Morandi》reは，「第1110条に第三番目の錯誤類型として、
　法律の錯誤を加えるべきであって，それは、法規の不知によって生ずるというところの事実において
　存する錯誤だ」との見解もある（Morandiδre，prもcis　de　droit　6ivil，t．E，4e
　ノ　ed．，　1966，p，●189）o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
2）be・・ttig・i・S・P．cit、，P．511一512慨
5）Decottignie＄oP。ci　t．，P．510　dl　3．
4）　Josserand　oP．ci　t．，P．2～≧rf　59．
5）　　（ゑpitant　De　la　cause　p．ns　I？104．
6）　 （）api　tant脱　la　cause　P．17　e　t　s
7）　　（lapi　tant脱　la　causq　p．22－25．
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　8）　　i）ecot　t　i　gni　（’s　Gp．cit，　p．512　r97．
　9）　Decottignies，op．cit，P．512，品7：なお、「主観的方法から評価」とは、　Domatの客観的原因魁
　　念に対する意味である。
10）G・pit・nt，D・1・ca　use，P．226　natO4；H．ft　t　J．Mazeaud，・P．cit．，　n°s258－260；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e　　’　　　　　　　　　　a　　．G　nestin，op．cit．，text　R　｛6　et　note　n　　58　（Domat，1ivre　I，t．18　．sect．1，n　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　 　　　　　　 　　　　 　　　　　14）。
　5　判例の変遷
　法律の錯誤πついて、破鍛院の態度はb後述　ig50年の判決を境として、肯定的であるカ㍉それが
認められるためveは、相当va、厳格な要件を付してきた。従来か昏判例はその錯誤を認めるためπ、民
法第1140条を拡張的に解釈して、前述の承諾の理疵説に従ってきた。すなわち、それはs事実の錯誤
と同様、承諾を毅疵あらしめるものであるとする。そして、近時では、前掲1960年の判決が示すよう
va、それはt合意の決定的原因の要件を充足すれば、その無効の効果を生じるに十分なりとされるに至っ
たのである。ところがt他方、実際vaは、法律の錯誤は，承諾の動機において生じた事例が圧倒的で判例
の決定的動機の理論と結合して論じられる場合が多いのである。すなわち、その王なる実際例として、ま
ず、土地売買πついて、行政規定による土地能力に関し錯誤ある事｛外　また、ブドウ酒売買において，そ
の税規定va誤信ある事例等、いわゆる行政的取締法規についての錯誤va、その適例を見出し得るカ㍉さら
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1欧相続放棄やt遺産分割に関してもtそれが生じている　。ここでは、王er、相続放棄における錯誤の
事案を、二・三掲げて、法律の錯誤の観点から、具体的va判例の変遷を検討してみよう。
　第一一一　va）法律が改正されたことを知らないで）所有権の性質を誤信し、相続放棄をなした事案vaついて、
1950年11月17日・破鍛院判決がある。まず妻Lは，ベノレギー国籍のS夫婦の間va生糾フラン
ス人の夫と結婚したのであるが、子供は一人もなしxまた、自己の夫L｝Vτ、1905年11月24日UCl
証書で、自己の処分しうる財産の全てを贈与した後に、1912年12月23日パリで死亡した。その後、
1915年1月24日付で，包括承継人たる夫Lと、遺留分相続人たる、その義理の両親にあたるS夫婦
との間va合意が成立した。その内容は、　S夫婦は、彼らの息子Lに対して，相続の放棄をなし、他方、息
子Lはt彼ら夫婦の各々のために、1千フランの資金を支払い、また，50フランの終身年金の奉公を条
件とするものであった。そして、その履行として、S夫婦はtその相続の放棄をなした。だが、その相続
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　ノの放棄をなしたのは、S夫婦力㍉娘Lの相続財産の半分は虚無の所有権（nue　propriete）残り半分
は用益権iで，それら抵彼らに帰属していると思って放棄をなした。ところが、以前は伽ベルギー法と同
様の規定であnたが｝1900年2月14日の法律の改正によ・一・て，前者の相続財産の半分は、現実には、
　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　ノ完全な所有権（pleine　propriete）が帰属していたのである。
　これに対してt第一審裁判所は、1915年の合意は、錯誤により無効として，彼らの請求を認砥全
ての共有相続財産の清算と」その分割を命じた．しかし、パワ控訴院は1当該法律の錯誤は，相続財産の
本質自体va関するものではない。いわば、それは｝その存在または現実化についてではなくiその構成va
ついての錯誤であるから、その物の本質自体とは言えない。したが＾て1承諾の無効原因とはならないと
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の理田で、S夫婦の請求を却下した。だが、これua対して」破段院夙特va・　、一方当事者の合意がtその
当事者のすべてに虚無であると考え、また、契約の効果として取得しうると考えたところの権利の性質を
持つような，虚偽の観念でもって決定されたときは、本質πついての錯誤があると判断して、オルレアン
　　　　　　　　2控訴院に移送した　。
　当該破殿院判決からi承諾の動機の段階で法律の錯誤が生じている場合rC　tその合意は無効vaなりうる
ことを確認していることがわかり，それは単に、物の存在またはt現実化についてのみならず、物の性質
・構成vaついても生じうることも確認されている。また1法律の錯誤を認める要件たる決定的性格をも強
調されている。しかし、ここでは、相続財産自体の錯誤として考察されており、末だ、相続放棄自体の錯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　誤までは論及されていない。したがって1当該事案はt相続権の譲渡の錯誤の性質を有している　。
　第二va、遺留分規定を知らないでなした相続放棄の錯誤ve関して11948年4月24日の破鍛院判決
である。まず）事実はこうである。父親F．Fは、1957年2月15日、二人の息子C．FとP．Fと
に、二回vaわたり贈与をなして死亡した。その後、相続人P．Fは、少額の父親が残した消極財産の弁済
を免れるためvat自己の相続を放棄した。その放棄をなすについて、　P．Fは自己に贈与された利益の全
てが，自己に帰属すると信じてなしたのである。ところカX直ちec、遺留分相続人として、　C・Fは、任
　　　　　　　　　　　　　　　　ク　　　　　　　　　ノ意処分可能額を超過した恵与（liberalite）の減殺を請求してきた。したがって，　P．Fの受贈財産
は遺留分規定vaより減額の運命vaあった。これva対して、　P．Fはt自己の放棄の効果を見破．て、その
放棄を取消し．さらva　t書記課va相続の承認を申立てる選択権を回復したのである。ところが，それ以前
夙すでva、　C・Fは、相続の承認を申立てていたのであって、それκ関する第790条の条項で対立し
たのである。したがって、C．Fは、　P。Fの放棄の取消は価値がないと王張した。
　これに対して、第一審裁判所は、1941年6月26日の判決でtP・Fの放棄は取消し得ないと判断
した。その理田は，事実上も，自田va処分可能な分の贈与を取戻しえないことと、さら欧相続権の構成
および存命中に与えられた物の価値を決定するためva．1評価するのは理由があるとされる。しかし、パリ
控訴院は！945年6月8日、第一審で定立された判断を破鍛して1控訴人は、誤って考えた物の同一性
va関する法律の錯誤を犯し、さら欧それは」放棄行為自体の不存在を生ずると判断した。そこで、破致
院は，パリ控訴院の判断を支持してiさらva1放棄した財産の同一性に関する本質的錯誤は、相続権の範
囲や性質の軽視から生じiそれは、合意の決定的原因となるから、その行為を無効vaするに充分であると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4する。また1第790条は，本質的錯誤にも適用あるとしている　。
　当該判決からは）相続権iの範囲や性質についての錯誤を認めながら、それらは、さらに相続財産の同一
性を害すると考慮されていることが注目される点である。
　第三VC、前島1960年6月15日の破鍛院判決である。その判決において，注目すべき点は、まず」
法律の構成および性質についての錯誤が認められていることである。前掲二判例は，相続財産たる物自体
の錯誤として考慮されているのであるカX当該判決ve至eて）法律の錯誤のみの観点から，放棄の無効を
明確に認めている。さらVC　tそれを認めることはt当鵤法律の存在や現実化vaついての錯誤も認められ
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ることを意味しているのである。けだしb実際上においてもi法律の存在や現実化のそれのほうが、より
強く合意の決定的原因を生じる場合が多いと言えるからである。最後va、法律の錯誤の要件として、理論
的にも、行為の決定的原因を明確にした点である。
　以上から、概して、法律の錯誤に対する判例理論はt現在では、その認められる要件はすこぶる緩和さ
払事実の錯誤と要件・効果において、ほとんど同等の考慮がなされていると言える。そして、それは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さ法律の存在や現実化について、はたま叔法律の性質や構成vaついてであると問わないのである　。また）
それは、承諾の内容vaついてであ糾承諾の動機についてであれ構わないのである・
　1）Voy．Ghestin．op．cit．，　p．55－56；な料Decottigniesは、他人の土地の売買
　　および非債弁済について、法律の錯誤の観点から論ぜられる（Decottignies，　oP・cit・，
　　P．315－316）．
　2）　Civ．17　nov・1930，　S・1952・1・17，　note　Breton；D・1952。1・161・note
　　J．C．Laurent．
　3）パリ控訴院判決では1さらκ損害（16sion）理論との関係から、価値の錯誤（t’erreur　du
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　ノ　　valeur）vaついても問題としている　（voy・Civ・17　nov・1950・precite）
　4）　Civ．24　mai　1948，　S・1949・1・109・note　G・R・Delaume；D・1948・517
　　note　Lenoan．
　5）この点vaついて、　Decottigniesは判例の分析で～権利の構成κついての錯誤（1　’er　reursur
　　laconsistance　de　dr　oits）を、権利の存在についての錯誤（t’erreur　sur
　　1’existence　du　droits）とから区別して、両者の無効理由が異なるとしているが
　　ωecottignies，　op．cit．，　p5t5）1前掲判例から、近時は両者t同様に認められていると
　　言える。
　4。強行法規の錯誤
　前掲、1960年の破鍛院判決の事案は、法的遺留分規定の誤解から生じた錯誤であるカ㍉その規定は、
元来、相続人間の公平を維持しようとの公的利益の保護の趣旨に出でるもので、一般eCi強行法規である
と考えられる。しからば、その法規の錯誤を認めることはtとりもなおさず、強行法規の錯誤を承認する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tことになるので、つぎvasこの理論は正当であるのかと疑問を生じてくる　。
　法律の錯誤が存する場合vab何らかの救済手段を施そうとするのは、フランスの学説の一般的傾向である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2が、特VCt強行法規の錯誤は法律の錯誤の保護から除外するとの説が存する　。これに対してi　Ghestin
は、前述、「何人も法律を知らずとみなされない」の法原則にっき、Boulangerの現代的理解を引用
して、強行法規の錯誤を除外するとの制限は、「完全に不条理である。なぜなら）無効の主張者は法の適
用を避けることを要求しているのではなく、自己の承諾を暇疵が存するとの確認を請求しているのにすぎ
　　　　　　　　ない。」とする ．これは、訴訟との関係で当該問題を解決しようとしているが、なおもこの問題は実体
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法に根をはるものであ・・）て，訴訟のみからの説明では不十分といわざるを得ない。しからばtこの問題は、
実際上、心理的現象として存在する強行法規にっいての錯誤を、法的にどのようua評価するかuaかかって
いるのであり、さらに、真の意思を尊重する原則とも関連してくるのである。
　なお、当該問題に対して1前述原因説から、強行法規の錯誤を除外することなく、原因理論で一貫して
説明できるであろう。
　1）わが国では、浜上教授が消極的見解の立場である（浜上・前掲，395頁参照）。
　2）　Planiol　et　Ripert　par　Esmein，　oP．cit．，　nol81，　P．215．
　3）　GhestinJ　oP．cit．，　note　no39，　P．55．
　　　お　わ　り　に
　以上で、現行フランス民法のもとでの法律の錯誤概念の現状uaついて）具体的vat相続放棄の錯誤の判
例を通じて概観を試みたのであるが、そこで、以下のことがいえると思うのである。
　まず、フランスでは、法律の錯誤制度はt現在の社会的背景を基礎にして、実際的に有用であるとのこ
とが確認されているばかりではなく、その概念も、理論的に重要であり、まtc，盛んに論じられていると
いえる。それは、法律の錯誤の法律構成について、承諾の暇疵説と原因説の対立の内に見出せると思うの
である。これらの点は、フランスの社会事情と多分に共通性を有するtわが国va対しても、十分re示唆さ
れる一ところがあると思う。
　っぎva1私瓜本稿の出発点とした原因説の王張する王観的原因概念の方法vaついてであるカ㍉その意
思表示の王観的把握の徹底の態度は、ひとりフランスのみならず、わが国の伝統的意思表示論の再検討を
促すac・十分であると考える。それは、また、個人の真の意思をできる限り探求しようとの趣旨に出でる
ところであり，フランスの行為論の特徴でもある。
　最後に、法律の錯誤の具体例として掲げたところの相続放棄の錯誤について、わが国でも・近時それ
寮認められる傾向にあるが真正面から、法律の錯誤について考慮された事例は皆無である。したがnてv
この観点からの考察も必要であると思うのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　　上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1968・｛0。3）
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